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Ⅰ　はじめに

　近年，通信技術の迅速な発展，及びスマー
トフォンやタブレット端末の普及に伴い，電
子商取引は日常的に行われるようになった。
グローバル経済のもとで，電子商取引におけ
る多様な取引形式や豊富なデジタルサービス
等は，最大に活用されている。それと同時に，
電子商取引は伝統取引を前提とする現行法制
度においては，適用が明らかでない部分及び
法律が予想していないことが生じてきている。
例えば，電器回線を介して行われるサービス
の提供について，提供する場所が不明確なた
め，課税権の帰属が問題である。
　本論文では，中国における国境を越える電
子商取引の増値税の問題を明らかにしたい⑴。
また，OCEDの議論を兼ね日本の消費税を比

較対象とし，国境を越える電子商取引におけ
る付加価値税の在り方を検討する。最後，中
国における国境を越える電子商取引の増値税
の問題に対する解決策へ提言を行う。

Ⅱ　中国における増値税の現状

１　租税法体系の概要

⑴　租税を規律する法規範の種類⑵

ⅰ　憲法

　中華人民共和国公民は法律に従って納税す
る義務を負うことは，中華人民共和国憲法で
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⑴　本論文では，中国の付加価値税を増値税と表記
し，日本の付加価値税を消費税と表記し，両国の
付加価値税を言う場合に付加価値税を使うことに
する。また，中国の個別消費税は消費税と同じ漢
字を使うため，「消費税」と表すことにする。
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規定されている（法56条，以下「憲法」と称
する）。しかし，租税法律主義は憲法でなく，
中華人民共和国立法法で定められている（法
８条６項。以下「立法法」と称する）。
ⅱ　法律

　中国における租税関係の法律として，実体
法としては中華人民共和国個人所得税法（以
下「個税」と称する），中華人民共和国企業所
得税法（以下「企税」と称する），中華人民共
和国車船税法⑶が挙げられ，手続法は，中華人
民共和国税収徴収管理法が挙げられる。つま
り，現行租税に関する法律は４つある。
　また，租税法律主義⑷の要請から，租税項目
の新設，税率の確定及び租税徴収手続などに
関する租税の基本制度に関して，必ず法律で
定めなければならない（立法法８条）⑸。租税
法律主義が，法律で規定されることから，立
法法と他の法律との優先順位が問題となる。
ⅲ　行政法規⑹

　租税関係に関する行政法規は，①全国人民
代表大会（以下「全人大」と称する）の授権⑺

を受けて租税の基本制度を制定する行政法
規⑻，②法律を執行するための実施条例又は実
施細則である行政法規の二つの種類に分けら
れる。この二種類の行政法規の違いは，全人
大による授権なのか，法律による授権なのか
というところにある。
　全人大の授権で制定された行政法規は，「暫
行条例」又は「暫行規定」と称するが，法律
による授権で制定された行政法規は，一般的
に「条例」と表記され，「規定」「弁法」等と
称する場合もある（行政法規制定程序条例４
条）。日本法の定義を適用すると，後者は国民
の権利・義務に直接に変動をもたらすもので
あり，法規命令に相当すると考える⑼。
　従って，本法がないにもかかわらず，全人
大の授権により国務院が直接に行政法規を作
成することは，本来は望ましいことではない
と考える。しかし，租税分野においては，技
術専門性が極めて高いうえに，全人大及び常
務委員会（以下「常委会」と称する）に租税
に関する専門機関⑽が設けられていない等の理

⑵　中国の法律体系に関しては，日本語で紹介され
ている文献も多い。例えば，森川伸吾＝住田尚之
等『中国法務ハンドブック』（中央経済社・2013）
１-38頁，高見澤磨＝鈴木賢等『現代中国法入門
（第５版）』（有斐閣・2009）98-102頁等。
⑶　この点について，国家税務局編『中国税収簡介』
（中国税務出版社・2011）８-13頁参照。
⑷　立法法は「準憲法」，「憲法的法律」，「小憲法」
と位置づけされる見方も多かった。林彦「通過立
法発展憲法　兼論憲法発展程序間的制度競争　」
清華法学第２期（2013）37-60頁参照。

⑸　2015年，立法法の改正で租税法定主義を初めて
明文化した。しかし，租税法体系自体が整備され
ていないため，租税法定主義が実体法にどの程度
反映できるかは，問題がある。この点について，
劉佐「税収法定主義視野下的地方税立法研究」財
経法学第２期（2016）11-19頁参照。

⑹　国家税務局・前掲注⑶８-13頁参照。

⑺　全人大からの立法授権について，必ず，授権の
目的，事項，範囲，期限及び授権を受けた機関の
執行する原則を明確にしなければならない（立法
法10条）。
⑻　1984年９月18日，全国人民代表大会で，国務院
に工商税制の改革とそれに関連する租税条例（草
案）の試行を委任授権する決定（中国語：関与授
権国務院改革工商税制和発布試行有関税收条例
（草案）的决定）（人大发［1984］15号）が可決さ
れた。当該決定は，国営企業の租税適用改革と工
商税制の改革を実施するにあたって，国務院に関
係する租税条例の制定を委任し，国務院が草案の
形式で公表・試行させ，試行する経験を兼ねて修
訂し，全国人民代表大会の審議を申請すると定め
ていた。
⑼　日本法の内容について，藤田宙靖『行政法総論』
（青林書院・2013）293-307頁参照。
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由から，国務院は特殊な「行政立法」を通じ
て，増値税，資源税等を規定している。制定
された行政法規は，実践され法律の制定条件
が備えられた際に，国務院が全人大及び常委
会に法律の制定を申請することとなっている
（立法法65条）⑾。
　行政法規は裁判規範になるが，憲法や法律
に反することはできない。
ⅳ　地方性法規，自治条例と単行条例

　地方性法規，自治条例と単行条例は，地方
において機能する法規範である。ただ，租税
に関する立法権は，すべて全人大及び常委会
にあるため，地方性法規，自治条例又は単行
条例には，租税に関する規定がほとんど見当
たらない。
ⅴ　部門規章⑿

　国務院の財政部，国家税務総局，税関総署
と国務院関税税則委員会は，法律及び行政法
規の規定等により，それぞれ部門権限の範囲
内において，執行に関する事項を，規章また
は規範的な文書で公表することができる（立
法法80条）⒀。
　部門規章は，法整備が十分にできていない
租税分野において大きな役割を果たしている

といえる。部門規章は全人大及び常委会の許
可を要せず，煩瑣な手続がないため，租税法
規範における不明確な規定に対して，迅速に
対応できる。しかし，部門規章を通じて，租
税法規を説明・補充することは，法律の安定
性と予測可能性の観点からは望ましくないと
考える。
ⅵ　租税条約

　2016年11月までに，中国は，合計102ヶ国と
租税条約を締結している⒁。しかし，憲法に
は，条約と法律の関係について，明文の規定
がおかれていない。租税条約の法律効果につ
いて，企税58条と徴管法91条は，「条約は本法
の規定と異なる場合に，条約の規定に従う」
と定めている。一方，個税13条と増例26条は，
「個人所得税（増値税）の徴収管理は，徴管法
（及び本条例に関する政令・省令）に従う」と
規定している。つまり，個税と増例には，租
税条約との上下関係を明確に規定する条文が
存在しない⒂。したがって，中国では，租税条
約が国内法より優先するということが，必ず
確保されているわけではない。

⑽　全国人民大会の中で，法律委員会が設けられ，
常務委員会の中で，法制工作委員会がおかれてい
る。法律委員会も法制工作委員会も法律草案の制
定及び審査等の機能を果たしている。しかし，法
律委員会と法制工作委員会の組織内において，法
律分野ごとに細分していないため，全人大及び常
委会には租税に関する専門機関が欠けていると述
べた。中国人大綱HP（http://www.npc.gov.cn/
npc/rdjg/node_507.htm［最終閲覧2017年３月10
日］）参照。

⑾　行政法規を制定又は改正する手続は，国務院の
内部ですべて完結できる。そのため，法律より簡
単に制定することが可能である。租税法体系を整
備する初期段階において，国は行政法規を通じて

迅速に制度の欠陥に対応できる。
⑿　規章は，国務院により制定される部門規章のほ
か，地方政府により法律，行政法規，地方性法規
に従って，制定される地方規章もあるが，地方性
法規と同じく租税に関するものは見られないため，
ここでの紹介を省略する。
⒀　中国において，租税訴訟は，行政訴訟として扱
われ，行政訴訟法が適用される。裁判が行われる
際に，規章を参照できると定められている（行訴
63条）。劉松山「人民法院的審判依据」中国政法大
学学報第24巻４期（2006）16-42頁参照。
⒁　中国国家税務総局ホームページ（http://www.
chinatax.gov.cn/n810341/n810770/index.html［最
終閲覧2017年３月10日］）参照。
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⑵　租税に関する法律の立法手続について
ⅰ　立法権の帰属

　全人大と常委会⒃は国家の立法権を行使す
ると定められている（憲法58条，立法法７
条）⒄。また，全人大と常委会はそれぞれの立
法手続を持つことが法律で定められている（立
法法７条，14-44条）⒅。
ⅱ　草案と議決⒆

　基本法である租税法律の立法手続について，
全人大主席団⒇は全国人民代表大会に法律草

案を提出する。租税に関する法律草案は，専
門性が高いために，ほとんど国家税務総局お
よび国務院法制部門により制定されている�。
提出された法律草案が，全国人民代表大会にお
ける投票で過半数の同意が得られれば，法律と
して可決されると定められている（立法法24条）。
ⅲ　授権立法と暫定条例

　租税に関する現行法律は，大半が授権立法
で国務院により作られる暫定条例である。中
国では，1994年税制改革�から，現代国家の租

⒂　中国における租税条約と内国税法との関係につ
いて，劉永偉「中外税収協定与国内税法的関係」
『国際税法学精要』（中国政法大学出版社・2012）
55-68頁参照［初出，2006］。中国では，内国税法
より租税条約を優先させるべきではない理由とし
て，租税条約の制定及び締結の手続について法律
で明確に定めておらず，一方，内国税法は全人大
の審議，投票など厳密な手続を経たものなので，
租税条約より優先されるべきと主張している。と
ころが，実務上，個税より租税条約が優先的に適
用されるのは事実であり，個税では租税条約を優
先的に適用する規定がなくても，租税条約は優先
的に適用すべきと主張する見解もある。張智勇（國
谷知史訳）「中国税制の法律問題」法制理論第45巻
第１号（2012）22-51頁参照。

⒃　全国人民代表大会常務委員会は，全国人民代表
大会の常設機関であり，全国人民代表大会が閉会
している間に，機能することが多い。立法に関す
る職権の行使について，両者が役割を分担している。
⒄　全国人民代表大会は，立法権を有する以外に，
法律を解釈することもでき，全人大による法律解
釈は法律と同様な効力を持つと定められている（立
法法50条）。

⒅　全国人民大会は年に一回のみ開催される。閉会
期間において，全人大が制定した法律は常委会に
より，改正することが可能である。全国人民大会
で法律を可決するには，人民代表の投票手続が必
要なので，審査手続は常委会の立法手続より，公
正に審査されると考えられる。そのため，基本法
律は，全国人民代表大会だけが制定することがで
きると定められている。

⒆　立法法が頒布される前の立法手続について，張

智勇・前掲注⒂28-32頁，平野嘉秋『中国の租税
制度』（大蔵財務協会・2012）211-227頁参照。
⒇　他に法律草案を作ることができる機関及び団体
は，全人大常委会，国務院，最高人民法院，中央
軍事委員会，最高人民検察院，全国人民代表大会
各専門委員会，一つの代表団体及び30名以上の人
民代表による連名団体などが挙げられる。これら
の機関及び団体は，全人大主席団に法律草案を提
出できる。提出された法律草案は，全人大主席団
で審査されてから，全国人民代表大会の会議日程
に上げられることとなる（立法法14-25条）。
�　国家税務総局は，租税法律の草案以外に，租税
に関する行政法規（実施細則など）の草案も作成
し，そして，税法解釈，税収に対する意見を提出
する職能がある。以上について国家税務総局HP
（http://www.chinatax.gov.cn/n810209/index.
html［最終閲覧2017月３月10日］）参照。また，
国務院に所属する法制部門の中で，財政金融法制
司が設けられて，そこで租税の法律草案と行政法
規の草案が作成されている。この点について，国
務院法制弁公室HP（http://www.chinalaw.gov.cn/
article/jgzn/［最終閲覧2017年３月10日］）参照。
�　1979年，改革開放政策が実施される前までは，
「国が定めた計画に基づき財の生産及び分配が行わ
れるいわゆる計画経済体制」が採用されていた。
しかし，改革開放政策の実施に伴って，本来の租
税制度は，市場経済体制に適合されなくなった。
それに，中央財政と地方財政における歳入の分配
に，問題が生じたため，94年改革に至った。以上
の点について，曽我法律事務所編・前掲注⑵１-38
頁，曹瑞林『現代中国税制の研究』（御茶の水書
房・2004）33-79頁参照。
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税制度を作り始めている。当時，中国におい
ては立法経験も先例もなく，迅速に正確に立
法することが難しい現状を考慮した結果，授
権立法と暫定条例の形式が採用されている。
しかし，2015年立法法の改正において，租税
法定原則が明記されたため，今後租税立法に
関して，①租税に関する暫定条例ではなく，
法律草案のみを制定すること，②現行の租税
暫定条例を法律にグレードアップすること等
が提言されている�。つまり，租税に関する授
権立法と暫定条例は，租税制度が確立される
初期段階の立法手段にすぎない。暫行条例と
いう行政法規は，これからの立法過程からは
消えていくと思われる。

⑶　分税制──国税と地方税
　分税制は分税制財政管理体制の略称であり，
94年税制改正で確立されたものである。具体
的に，国は租税を税目ごとに，国税と地方税
及び共有税に分類し，徴収管理を国家税務局
と，地方税務局に配分する�。徴収した租税歳

入は，税目ごとに一定の割合に応じて地方財
源として，地方政府に配分される。

２　増値税の仕組み

⑴　増値税の改正経緯
　中華人民共和国が成立されてから，数回の
税制改革が行われてきた。現行の増値税の仕
組みは，四回の税制改正を経て，確立された
ものだといえる。それは，84年税制改革で初
めて増値税が導入され，94年税制改革で増値
税の課税範囲が拡大され，2009年税制改正で
消費型付加価値税に転換され，2016年税制改
革で課税範囲がさらに拡大される（統合段階）
といわれる四段階だった�。本論文は増値税が
導入される前の税制改革を省略し，導入され
た84年税制改革から説明していく�。
ⅰ　試行段階─1980年-1989年「利改税」�

　1978年，「改革開放政策」が実施され，外国
企業，中外合資企業が相次いで設立された。
その結果，元々従来の単一工商税制度�には，
重複課税�と税負担の不公平の問題が存在し

�　中国共産党中央会議で2020年までの立法目標に関
して，提出された租税法定原則を徹底するための実
施意見（中国語：贯彻落实税收法定原则的实施意
见）に明記されている。中国共産党中央会議が可決
した文書は立法の動向を強く影響しているといえる。
�　94年税制改正前は，地方税務局がすべての税金を
徴収し，税収の一定の割合又は一定の金額を中央政
府に納める仕組みつまり「財政請負制」が採用され
ていた。当時，インフラ整備等による支出が増えた一
方，国有企業と集団企業が中心になる固有の経済方
式で，税収が上がらなかった。その結果，中央財政
が緊迫したため，分税制改革が行われていた。分税
制の採用により，中央財政の緊迫は緩和された一方，
分税制は，地方歳入である税源の多くを中央歳入に
帰属させたため，地方税収が大幅に減少した。以上
の点について，曹瑞林・前掲注�115-159頁参照。
�　中国国税総局HP（http://www.chinatax.gov.cn/
n810219/n810744/n2048831/n2048846/c2140902/

content.html［最終閲覧2017年３月10日］）参照。
�　84年以前の税制改正について，王文鼎＝趙宗周
著（三代川正一訳）『中国税法概論』（税務経理協
会・1991）26-35頁参照。
�　84年税制改革について，王文鼎・前掲注�31-35
頁参照。「利改税」とは，国営企業課税改革のこと
である。その前に，国家の歳入は国営企業の収益
から取得し，改正により，国家の歳入は，国営企
業の所得に対する課税からなる。
�　正式名称は，中華人民共和国工商統一税条例（草
案）である。単一工商税制度は，以前の「多種税，
数次にわたり課税している複税制をさらに簡易化
し」た租税制度であり，主に，貨物税と営業税か
ら構成している。「一つの工業製品が生産及び経営
段階を経過したことの多少を問わず，経営段階ご
とにすべて製品の販売金額に課税し」，取引高が逓
増すればするほど，税負担が大きくなっていく。
王文鼎・前掲注�82頁参照。
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ていたが，この経済体制の改革により，重複
課税の問題が一層顕在化した。そこで，重複
課税の問題を解決するために，増値税制度は
採用された。
　1980年から，上海，柳州などいくつかの都
市は，増値税の執行の試行地域とされ，増値
税が導入された�。1984年，増値税条例（草
案）が実施された。増値税は，機械，自動車
など12種類の工業製品�のみを課税対象とし，
「売上高から仕入高を控除した額」�を課税標
準とし，複数税率を採用した。1987年，増値
税の課税範囲が広げられ，30種類までに増や
された。一方，営業税は，増値税の補完税と
して，交通運送，卸売，サービス業，金融保
険，郵政電信，出版事業，娯楽業及びその他
のサービス業に対し，課されていた。
　84年税制改革で導入された増値税は，従来
の課税ベースより課税対象が広いため，財源
をある程度確保する役割を果たした。しかし，
課税範囲は依然として限定的であり，納税義
務者の範囲も，限られていた。また，税率が
多数あるため，「付加価値税という名称を与え
られながら，事実上個別消費税的性格」�が強
くあると評価されている。最後に，異なる税
目にそれぞれの税率を課すことは，商品間な
いし産業の間に，不均衡を人為的に生じさせ
ている結果になる。

ⅱ　確立段階─1994年分税制改革

　1993年12月13日，中華人民共和国増値税暫
行条例，中華人民共和国営業税暫行条例と中
華人民共和国消費税暫行条例が公表され，
1994年１月１日に，実施された。これらの暫
行条例の実施により，中国における増値税，
営業税，消費税からなる消費課税体制が初め
て確立された。増値税はあらゆる財貨の販売，
一部の労務の提供を対象に，生産，卸売，小
売の各段階及び輸入において，付加価値部分
を課税標準として，課されるようになった。
税率は，17％の標準税率に統一し，さらに，
13％と０％の軽減税率を設けた。納税者は税
額控除のために，税額を記載する専用伝票の
使用を義務づけられた。
　他方，営業税は，課税範囲が拡大され，交
通運輸，建築，金融保険，郵便通信，文化ス
ポーツ，娯楽業，無形資産の譲渡取引，不動
産の譲渡取引，及びその他のサービス業等を
課税対象とする。営業税は，課税売上高を課
税標準とし，税額控除が認められなかった。
　当時では，課税技術が発達していないこと
と，市場構成のほとんどが中小企業であるこ
とから，役務の提供における付加価値税の転
嫁は困難である。そのため，中国の消費課税
制度は，付加価値税である増値税と取引高税
である営業税を併用する仕組みになってい

�　重複課税は，中国語では，タックスオンタック
スの意味を表している。中国の租税制度に関する
日本の論文では，そのまま使用する場合が多くあ
る。例えば，平野・前掲注⒆353頁，王文鼎・前
掲注�85頁等。本論文では，タックスオンタック
スの意味として，重複課税という用語を使用する。

�　当時は，重複課税の問題が深刻になっていた機
械産業と農業器具の二つの産業だけを限定し，発
達している都市で先に試行し，試行都市で生じた
問題が修正されてから，全国で実施するというや

り方であった。このようなやり方は「先試点後推
広」と呼ばれ，近年の税制改正にも用いられてい
る。
�　増値税の課税対象として選ばれる12種類の工業
製品は，当時，重複課税の問題が一番深刻である
と言われている。全国人大常委会予算工作委員会
編『増値税法制度比較研究』（中国民主法制出版
社・2010）28頁参照。
�　曹瑞林・前掲注�164頁参照。
�　曹瑞林・前掲注�168頁参照。
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る�。しかし，営業税は取引高を課税標準と
し，前段階税額控除が認められていないため，
税負担の累積が生じている。
ⅲ 　転換段階─2009年消費型付加価値税への転換

　2004年までの増値税制度は，生産型付加価
値税であった�。つまり，企業が固定資産を購
入したときの増値税は，前段階税額控除が認
められない。したがって，企業は，固定資産
にかかった増値税を負担することとなり，設
備投資が抑制されていた。そこで，税負担の
累積を解消する目的と，生産技術の発展を促
進する必要などの理由�で，本来の生産型付加
価値税は，消費型付加価値税に移行した。
　2004年，東北地方が試行地域とされ，新規
購入する固定資産にかかる増値税の額を企業
に還付する仕組みが採用された。2009年１月
１日，増値税の額を計算する際に，固定資産
に係る増値税額が，前段階税額控除の対象と
なった。この改革は，増値税の課税ベースを
限定し，税源を縮小したが，重複課税の問題
を解消したといえる。
ⅳ　課税範囲の拡大段階─2016年営改増改革

　営業税と増値税の二重課税による税負担の
累積を解消するために，営業税から増値税へ
移行する改革（以下「営改増改革」と称する）
は，2012年に始められた。
　2012年１月１日，上海を試行地域として，

営業税の課税対象の一部�が増値税の課税対
象へ変更された。調整されたサービスの提供
は，６％または11％の税率が適用され，前段
階税額控除が認められるようになった。2012
年８月から2013年１月まで，営改増改革の試
行地域は，８都市�に広げられた。2013年８月
１日，営改増改革は全国に広がり，調整され
るサービスに，メディア放送に関する制作，
放映等が新たに加えられた。2014年１月１日，
鉄道運輸と郵政サービスも，調整項目に入れ
られた。2016年３月23日，財政部と国家税務
総局が，営業税の増値税への徴税変更の試行
を全面的に開始する通知（関與全面推開営業
税改徴増値税試点的通知）（財税〔2016〕第36
号）を公布した。具体的な実施方法に関して，
「営業税から増値税へ移行する試行実施弁法
（営業税改徴増値税試点実施弁法）」（以下「営
改増弁法」と称する），営業税から増値税へ移
行する試行関連事項に関する規定（営業税改
徴増値税試点有関事項的規定）（以下「営改増
規定」と称する），と「増値税のゼロ税率と免
税を適用する国境を越える課税対象行為に関
する規定（跨境応税行為適用増値税零税率和
免税政策的規定）」（以下「越境免税政策」と
称する）等が公表された。５月１日，上記の
行政法規が発効し，建築業，不動産業，金融
保険業，生活サービス業などがすべて増値税

�　曹瑞林・前掲注�179-180頁参照。
�　生産型付加価値税と消費型付加価値税または，
所得型付加価値税の詳しい内容について，水野忠
恒『大系租税法』（中央経済社・2015）801-802頁
参照。

�　他に，①税負担の累積が深刻である国有企業を
改革するには，税制上の優遇を必要とされている
こと，②国内企業が商品を輸出する際の，国際競
争力を増やすために，すなわち国外企業との税制
上の競争条件を平等にすること，③国際協調を求

め，国際慣習に乗ること，等の理由も挙げられる。
�　調整された役務提供は，陸路，水路，空路など
を含めた交通運輸業（この時点で，鉄道運輸は調
整項目から除外されている）と，開発，情報技術，
物流補助，有形動産の賃貸，諮問などを含めた現
代的サービス業である。
�　2012年９月１日，北京で実施され，10月１日，
江蘇省，安徽省で実施され，11月１日，福建省，
広東省で実施され，12月１日，天津市，浙江省，
湖北省で実施された。



国境を越える電子商取引に関する付加価値税の問題

228　税法学577

の課税対象になった。
　現在，中国における付加価値税制度を規律
する法律規定としては，増値税暫行条例と営
改増弁法が，主に機能している。そのため，
本論文は，増値税暫行条例と営改増弁法をも
とに，国境を越える電子商取引に係る増値税
の問題について，検討することとする。

⑵　重要歳入である付加価値税
　84年税制改革で増値税が導入されて以来，
税収全体に対する増値税の割合は年々増加す
る傾向があり，2013年度租税収入の中，付加
価値税による税収は全体税収の49.10％を占め
ていたのに対し，企業所得税と個人所得税が
税収全体に占める割合は，それぞれ20.29％と
5.9％である�。

⑶　増値税の概要
ⅰ　納税義務者

　中国の境内�において，サービス，無形資産
及び不動産の譲渡，貨物の譲渡�，加工，修理
修配�及び，貨物の輸入を営む個人と「単位」
は，増値税の納税義務者である（営改増弁法
１条，増例１条）。増値税の納税義務者は，課

税売上の金額によって一般納税義務者と小規
模納税義務者に分けられている（営改増弁法
３条，営改増規定１㈤）�。個人経営の場合の
み，課税売上高が一定の基準に達しない者は，
増値税の納税義務が免除される（営改増弁法
50条）。
ⅱ　課税対象

　増値税の課税対象は，貨物の譲渡，無形資
産の譲渡，不動産の譲渡，サービスの提供，
貨物の加工，修理修配，貨物の輸入である。
日本で非課税とされる土地の譲渡・貸付，金
融取引等は，中国の営改増改正で増値税の課
税対象に取り入れられている�。
ⅲ　税率

　中国の増値税は，多段階税率が採用されて
いる。標準税率は17％であり，軽減税率とし
て，０％，６％，11％，13％が設けられた。
生活必需品及び農業用品等は13％が適用され
る。11％，６％は，営改増改革において，新
設されたものであり，主に従来営業税の課税
対象であるサービス，無形資産の販売に適用
される。０％の適用対象は，輸出貨物（国務
院が定めた輸出ゼロ税率が適用されないもの
を除く）である�。五つの税率以外に，免税項

�　これらの数値は中華人民共和国国家統計局編
『中国統計年鑑2015』（中国統計出版社・2015）191-
193頁に掲載するデータにより算出されたものであ
る。付加価値税による税収は，国内増値税，国内
消費税，営業税の合計額で計算し，輸出と輸入に
かかる増値税と消費税の額を含めない。

�　境内は，消費税法でいう「国内」に相当するが，
増値税上での表現は境内が使われている。以下，
日本法と区別するように，国内取引は消費税に，
境内取引は増値税に使い分けることにする。

�　貨物とは，有形動産を言い，電力，気体（ガス）
などが含まれる（増細則２条）。

�　「修理修配」は，中国語の表記をそのまま使用
し，具体的に，損傷・機能喪失した貨物を修復す

ることを言う（増細則２条）。
�　増値税暫行条例にも，同様な規定がおかれてい
るが，金額の基準が異なっている。実務上は，営
改増弁法が示した基準に従っている。
�　日本では，金融取引への消費課税に関する研究
が多くなされている。例えば，中里実「金融取引
（銀行取引・保険取引）・不動産取引に対する消費
税の課税」日税研論集30号（1995）227-291頁，西
山由美「金融セクターに対する消費課税　非課税
と仕入税額控除の不整合への対応」金子宏編『租
税法と市場』（有斐閣・2014）298-318頁。
�　ゼロ税率は，消費税法における「輸出免税」に
相当する。
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目�も設けられている。小規模納税義務者は簡
易課税のため，３％の簡易税率が適用される。
ⅳ　前段階税額控除

　前段階税額控除を認めないものは，二つの
場合に分けられる。
　一つは，納税者が所持する税額控除の証拠
が，法律，行政法規または国家税務総局の規
定に適合しない場合に，当該前段階税額控除
が認められない（営改増弁法26条）�。
　もう一つは，前段階税額控除の性質または
課税技術上の理由から前段階税額控除が認め
られない場合である。例えば，簡易課税を適
用する項目，増値税納税義務免除の項目，グ
ループの利益または個人の消費のために，購
入されるものに係る仕入税額（営改増弁法27
条１項，増例10条１項），非日常的に損耗され
た貨物，労務，サービス及び不動産等に係る
仕入税額（営改増弁法27条２，３，４，５項，
増例10条２，３項），旅客運輸サービス，貸金
サービス，飲食サービス，日常サービス，娯
楽サービス及び自家消費に係る仕入税額（営
改増弁法27条６項，増例10条４項）等は控除
できない。
ⅴ　税額伝票

　増値税の税額を計算する際に，前段階税額
控除の方式が採用され，前段階税額控除の根
拠として，増値税専用の税額伝票が使われて
いる。いわゆる，インボイス方式である。
①　税額伝票の種類

　増値税伝票は，増値税専用伝票と増値税普

通伝票に分けられている。両者の区別は，前
段階税額控除の対象になるかどうかである。
増値税専用伝票は，原則として一般納税義務
者間の取引で用いられ，一般納税義務者に発
行される�。一般納税義務者は，サービスや貨
物などを購入する際に，支払った増値税額を
記載した増値税専用伝票がもらえる。一般納
税義務者は，課税期間内の増値税額を計算す
る際に，増値税専用伝票を使い，税額控除を
行う仕組みとなっている。増値税普通伝票は，
取引相手が一般納税義務者以外の場合に，発
行されるものである。
②　増値税専用伝票の発行

　一般納税義務者は増値税の偽造防止の管理
システムを通じて，受領，発行，廃止等を行
う（増値税専用発票使用規定３条，以下「増
専規定」とする）。増値税専用伝票は基本的
に，伝票部分，控除部分，記帳部分の三つの
部分で構成されている。伝票部分は，購入し
た側の帳簿記載の証拠であり，控除部分は購
入側が増値税を申告する際に，控除の証拠と
して所轄の税務局に提出される。記帳部分は
販売側の帳簿記載の証拠となる（増専規定４
条）。増値税専用伝票は，取引双方の住所，連
絡先及び事業者識別番号が明記されたうえで，
取引商品の内容，適用税率，販売価格と増値
税の税額などがすべて記載されるようになっ
ている。近年，電子版増値税伝票も普及して
きている。
　また，増値税専用伝票を発行するには，取

�　免税項目は，消費税法における，納税義務免除
に相当する。

�　これは，前段階税額控除の手続要件を満たして
いないことから，消費税法における仕入税額控除
のための帳簿等の保存義務に相当するものであろ
う。

�　特例として，小規模納税義務が所属する地方税
務局に申請することにより，地方税務局は，取引
の内容に基づき，増値税専用伝票を代行発行する
ことができる。2016年８月１日から，一部の都市
では宿泊業を営む小規模納税義務者でも，増値税
専用伝票を発行できるようになった。
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引相手の事業者識別番号が必要となる。言い
換えると，取引相手の事業者識別番号がなけ
れば，販売側は増値税普通伝票のみが発行で
きる。事業者識別番号とは，事業者が税務登
録を行う際に，所轄の税務局によって発行さ
れる番号である。
③　その他

　増値税専用伝票以外に，税関から取得する
増値税額が記載される輸入増値税専用の納税
証明書に記載される税額，農産品を購入する
際の購入価額を記載する領収証に記載される
税額，リバースチャージ義務により所轄税務
局から取得した増値税額が記載される徴収納
付証明に記載される税額も，前段階税額控除
の対象になる（営改増弁法25条２，３，４
項）。しかし，増値税専用伝票の虚偽発行�や，
ミッシング事業者�の問題が相次いで発生して
いる。

３�　国境を越える電子商取引に関する増値税
の適用

⑴　電子商取引の市場規模
　2015年，中国における電子商取引の規模は
3.8万億元であり，前年度と比べると，37.2%
も増加し，その中，国境を越える電子商取引
は，全体の22.7％を占めている�。また，2020

年における中国の消費者による越境電子商取
引（EC）の金額は，日本，アメリカの越境
ECの購入額よりも多くなると予測された�。

⑵　有形資産に対する扱い
ⅰ　境内取引の判定基準

　従来の増値税の課税対象になる貨物の譲渡
あるいは加工，修理修配の労務の提供につい
て，中華人民共和国増値税暫行条例実施細則
（以下，「増則」と称する）８条は「条例第１
条は，中華人民共和国境内で行われる貨物の
譲渡あるいは，加工，修理修配の労務の提供
とは，⑴譲渡する貨物の出荷地または所在地
は境内にあり，⑵提供する応税労務は，境内
で行っている」と定めている。すなわち，譲
渡または賃貸する目的物が有形資産の場合に
当該目的物が境内にあるときは，当該取引は，
境内で行われるものとして，増値税の課税対
象になる。一方，有形資産が輸出される際に，
増値税は還付される仕組みとなっている。つ
まり，有形資産の取引では仕向地原則が採用
されている。
ⅱ　税関による中立性の維持

　中国で行われる国境を越える電子商取引の
目的物は有形資産が多くみられる。有形資産
に対する増値税の問題は主に税関による国境

�　取引が実際に行われていないものの，増値税専
用伝票を発行することによる脱税行為である。

�　ミッシング事業者の問題に対応するため，2016
年12月１日，国家税務総局は，逃走（失踪）企業
が発行した増値税専用伝票の認定と処理等の問題
に関する公告（国家税務総局公告2016年第76号）
（中国語：関予走逃（失联）企業開具增値税専用発
票認定処理有関問題的公告）を発表し，逃走（失
踪）企業の認定及びその関連増値税専用伝票の処
理について規定した。具体的に，逃走企業が発行
した増値税専用伝票は前段階税額控除の証拠とし

て認められない。
�　アイリサーチ「2016年中国跨境網購用戸研究報
告」３頁，16頁参照（http://wreport.iresearch.cn/
uploadfiles/reports/635931381870900010.pdf［最
終閲覧2017年３月21日］）。
�　経済産業省「平成24年わが国情報経済社会にお
ける基盤整備（電子商取引に関する市場調査）報
告書」８頁参照（http://wreport.iresearch.cn/
uploadfiles/reports/635941553177667023.pdf［最
終閲覧2017年３月21日］）。
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税調整で対処される。2016年５月13日，「国境
を越える小売の電子商取引に対する輸入の租
税政策に関する通知（関于跨境電子商務零售
進口税收政策的通知）」（財関税〔2016〕18号）
が公表され，「公平に競争できる市場環境を作
り，国境を越える小売の電子商取引を健全に
発展させる」と示している�。
　しかし，中立的な競争条件を維持すると同
時に，税関における税務執行コストも効率性
の観点から考慮しなければならない。したが
って，理論的には税関による国境税調整は可
能だが，執行上，国境を越える電子商取引の
市場規模の大きい中国では，すべての取引に
増値税を課すことは困難である。なぜならば，
毎日，通関する荷物の数がかなり多いこと，
商品と私物の判別が難しい（商品を私物に偽
装する場合も存在する）こと，商品ごとに中
国における市場価格を評価することが難しい
ことからである。
ⅲ　電子出版物の扱い

　デジタル化された書籍や音楽等の電子出版
物は，貨物として扱われている。財政部国家
税務総局の一部の貨物が増値税低税率の適用
と簡易徴収方法の政策に関する通知（財政部
国家税務総局関与部分貨物適用増値税低税率
和簡易弁法徴収増値税政策的通知）（財税

〔2009〕９号）は，電子出版物とは，ａ．コン
ピューターのプログラムを利用し，ｂ．画像・
文書・音声等の情報内容をデジタルデータに
転換し，ｃ．通常に物理的形態を持つ磁，光，
電等の媒介に保存し，ｄ．コンピューター・
携帯電話・デジタル閲覧端末等にあるデータ
リーダーを通じて読み取り，考えの表示・知
識の普及等に使われる広範囲のメディアであ
ると定義している（同通知一㈢）。したがっ
て，電子出版物が販売される際に，電子出版
物の所在地によって境内取引に当たるかどう
かは判断される。そうすると，平成27年改正
前の日本における消費税法上の問題と同様な
問題が起きている。つまり，電子出版物の所
在場所が不明なため，境内取引に当たるかど
うかは判断できない�。

⑶　サービス及び無形資産に対する扱い
ⅰ　サービスと無形資産の定義

　サービスの販売が増値税の課税対象になる
ということは，営改増弁法によって定められ
ている。営改増弁法は，サービスについての
定義が明確に置かれていないが，附則注釈は，
サービスの内容を列挙し，それぞれ定義して
いる。サービスの販売とは，「交通運輸サービ
ス，郵政サービス，電信サービス，建築サー

�　改正の内容について，個人が越境電子商取引を
通じて輸入した有形資産は，一回に付き２千元（約
3.5万円）以下，年間に総額２万元（約35万円）以
下であれば，関税の税率０％が適用され，輸入増
値税と消費税の合計法定税額の70％が徴収される。
一回の金額が，２千元を越え，または年間総額が，
２万元を越えた場合，越境電子商取引を通じて，
輸入した有形資産に対しては，一般貿易と同様に，
法定税額の全額が徴収される。また，免税点制度
の廃止等からは，国内外事業者間の税率上の競争
条件を中立にするために，個人による国境を越え

る小売の電子商取引に対して，厳しく課税する姿
勢を示している。
�　この点については，営改増改革前から指摘され
ていたが，当時はまだ営業税と増値税が併用され
ていたため，電子出版物は，営業税の課税対象か
増値税の課税対象かについて不明確である。実務
上は，ずっと有形資産として扱っているが，制度
上では有形資産として扱うと，内外判定の問題が
生じている。廖益新「遠程在線銷售的課税問題與
中国的対策」法学研究第２期（2012）71-83頁参
照。
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ビス，金融サービス，現代サービス，生活サ
ービスの提供を指している」と説明している
（営改増弁法附則注釈一）。消費税法における，
電気回線を利用する役務の提供のような定義
は見当たらない。つまり，電子商取引による
サービスの販売が，特別に扱われておらず，
すべてのサービスは一律に規定されている。
本論文は国境を越える電子商取引を検討する
ため，電子商取引と関連するいくつかのサー
ビスを取り上げて説明する。
　電信サービスとは，「有線，無線の電磁シス
テムまたは光電システム等の様々の通信ネッ
ト資源を利用し，通話を提供する業務活動で
ある。基礎電信サービスと増値電信サービス
が含まれている」（営改増弁法附注釈一㈢）。
基礎電信サービスは，インターネットを通じ，
通話サービスを提供する業務活動であり，イ
ンターネット要素であるブロードバンドや波
長を賃貸・譲渡する業務活動も含まれる。増
値電信サービスは，インターネットなどを利
用した，デジタルデータと情報の伝達および
応用サービス，インターネット接続サービス
等の業務活動である（営改増弁法附注釈一
㈢）。ところで，電子書籍・音楽などの電子出
版物は，増値電信サービスの定義から見ると，
それに当てはまるのではないかとの指摘もあ
る�。現行法上，電子出版物等を貨物と扱う際
に内外判定が不明確になるという問題は，電
子出版物等を増値電信サービスとして扱うこ
とにより解決されうるだろう。ただ，そうす
ると，紙ベースでの書籍・雑誌などは13％の
税率が適用される一方，電子出版物は６％の
税率が適用される結果となり，非中立性の問
題が生じてくる。
　情報技術サービスとは，コンピューターや
通信網などの技術を利用し，情報に対する生

産，収集，処理，加工，保存，転送，検索及
び利用を行い，情報サービスを提供する業務
活動である（営改増弁法附注釈一㈥２）。
　情報システム増値サービスとは，情報シス
テム資源を通じて，ユーザーに付加的に提供
する情報技術サービスである。データの処
理・分析・整合，データベースの管理，デー
タのバックアップ，データの保存，電子商取
引のプラットホーム（E-commerce platform）
等が含まれる（営改増弁法附注釈一㈥２⑸）。
　無形資産の譲渡は，無形資産の所有権また
は使用権を譲渡する業務活動を言っている。
無形資産は，実物態様を有せず，経済利益を
生み出す資産であり，商標，著作権，のれん，
自然資源使用権及びその他の権益性のある無
形資産が含まれる（営改増弁法附注釈一㈦６）。
ⅱ　境内取引の判定基準

　現行増値税制度では，増値税の課税対象は，
中国国境内で行われる，無形資産あるいは不
動産の譲渡，貨物の譲渡あるいは加工，修理
修配の労務の提供及び輸入貨物などとされて
いる（増例１条，営改増弁法１条）。そこで，
ある取引が増値税の課税対象であるかどうか
を判定するにあたっては，当該取引が中国国
境内で行われるという課税要件に当てはまる
か否かが重要となる。
　サービス，無形資産あるいは不動産の販売
が，境内で行われているかどうかについて，
営改増弁法12条は「境内におけるサービス，
無形資産あるいは不動産の譲渡とは，⑴サー
ビス（不動産賃貸を除く）あるいは無形資産

�　「電信業増値税改革」 中国税務快訊第10期
（2014.5）（https://assets.kpmg.com/content/
dam/kpmg/pdf/2014/05/China-tax-alert-1405-10-
VAT-Reforms-for-the-Telecommunications-
Sector-c.pdf［最終閲覧2017年３月21日］）。
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（自然資源使用権を除く）の提供者または受容
4 4 4 4 4 4 4 4

者
4

は，境内にいる。⑵譲渡または賃貸する不
動産は，境内にある。⑶自然資源使用権の目
的物である自然資源は，境内にある。⑷財政
部と国家税務総局が規定するその他の場合」
と定めている。その上で，境内で行われるも
のでないサービスあるいは無形資産の譲渡に
ついて，補足の説明として，13条は「以下の
場合は，境内で行われたサービスあるいは無
形資産の譲渡に当たらない。⑴境外にいる『単
位』または個人から，境内にいる「単位」ま
たは個人に対して，完全に境外で行われるサ
ービスの提供。⑵境外にいる「単位」または
個人から，境内にいる「単位」または個人に
対する，完全に境外で使用する無形資産の譲
渡。⑶境外にいる「単位」または個人から，
境内にいる「単位」または個人に対する，完
全に境外で使用する有形動産の譲渡。⑷財政
部と国家税務総局が規定するその他の場合」
と規定している。
　要するに，内外判定が行われる際に，サー
ビス等取引を広く境内取引に判定する傾向が
ある。具体的に，境内事業者がサービスを提
供した場合には，取引相手の居場所，サービ
スの提供場所を問わず，境内取引と判定する。
これは租税の属人的原則という考えに基づい
ている�。境外事業者が，境内で，又は境内と
境外にわたってサービスを提供する場合に，
当該サービスの販売は，境内取引と判定する。

つまり，境外事業者は，完全に境外でサービ
スを販売する場合のみ，増値税の課税対象と
ならない。具体例として，中国の居住者が海
外での観光中に，現地の事業者に提供される
サービスは増値税の課税対象ではない�。問題
は，境内事業者が，境外においてサービスを
販売する場合でも，増値税の課税対象となる
ことである。上記の判定基準は，仕向地原則
に従うものとは言えない。ただ，国境を越え
る一定の応税行為について，増値税ゼロ税率
又は免税政策を適用できる規定がある。この
点について，次のⅲで説明する。
ⅲ 　国境を越えるサービスと無形資産等に対する

優遇政策

　境内取引と判定される一部の越境応税行為
に対する扱いは，越境免税政策で，定められ
ている。そのうえ，2016年５月６日，営業税
から増値税への移行に伴う越境応税行為に対
する増値税免除の管理弁法（試行）（中国語：
営業税改徴増値税跨境応税行為増値税免税管
理弁法）（国家税務総局公告2016年29号）（以
下「越境免税管理弁法」と称する）が公告さ
れ，免税の適用部分に関する手続きなどが規
定された。越境免税政策と越境免税弁法は，
国境を越えたサービス，無形資産等の譲渡の
中で，増値税の納税義務を免除するものとゼ
ロ税率を適用するものについて定めている。
　越境免税政策一㈢は，境内の単位または個
人が，境外の単位に「完全に境外で消費され

�　国家税務総局全面推開営改増督促落実領導小組
弁公室編『全面推開営改増業務操作指南』（中国税
務出版社・2016）25頁参照。

�　当該取引について，東京地裁平成28年２月24日
判例時報2308号43頁は「国内の旅行会社が訪日ツ
アーを主催する海外旅行会社との間で国内の旅行
に係る部分の取引は輸出免税取引に当たらない」

とされた事例である。つまり，海外旅行中に受け
られるサービスに対する付加価値税の課税権は，
そのサービスが提供される現地の課税当局に属さ
れることに異論がない。日中両国の付加価値税制
度は，この問題に対する扱いが同様であり，二重
課税も二重不課税も生じていない。
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る」開発サービス，合同エネルギー管理サー
ビス，デザインサービス，放送放映番組（作
品）の制作と発行サービス，ソフトウェアサ
ービス，情報システムサービス等を提供する
際に，増値税の０％が適用されると定めてい
る。ただし，財政部と国家税務総局が規定し
た，増値税の免除が適用されるものを除く。
越境免税政策二㈢は，境内の単位または個人
が，境外の単位に「完全に境外で消費される」
電信サービス，知的財産権サービス，諮問サ
ービス，境外で放映される広告サービス及び
無形資産等を提供する際に，増値税の納税義
務が免除されると規定している。
　「完全に境外で消費される」とは，①サービ
スを実際に受ける事業者は境外にあり，且つ
境内の貨物と不動産に無関係，②無形資産は
完全に境外で使用し，且つ境内の貨物と不動
産に無関係，③財政部と国家税務総局が規定
するその他の場合，と定められている（越境
免税政策七）。また，境内の個人または単位が
境外の個人または単位に電信サービスを提供
する場合に，サービスの受容者が境外にあり，
境外の電信業者によって対価が支払われるの
は，完全に境外で消費する電信サービスであ
る（越境免税弁法２条10項）。
　従って，優遇政策を適用するためには，サ
ービスの受容者が境外にいることが共通の条
件である。つまり，消費者の居場所は免税あ
るいは０％税率の適用に影響している。
　最後に，国境を越えて電信サービスと無形
資産の譲渡が行われた際に，増値税の免除が

適用するための要件については，次のように
規定されている。①電信サービスと無形資産
の譲渡に関する書面の契約が必要とされてい
る（越境免税弁法５条），②納税者は電子サー
ビスと無形資産の譲渡によって取得したすべ
ての収入を，境外から取得しなければならな
い（越境免税弁法６条）。③納税者は所轄税務
機関に，免税登録をしなければならない（越
境免税弁法８条）。
ⅳ　リバースチャージ方式

　境外の単位または個人が境内取引を行う際
に，増値税の申告が問題になる。特に，電子
商取引の場合は，境内に事務所などがなくて
も，サービスや無形資産の提供が容易に行わ
れる。そこで，増値税の徴収を確保するため
に，リバースチャージ方式が採用されている。
境外の単位または個人が，境内で応税行為を
し，且つ境内に経営機構を設けていない場合
に，受容者は増値税の徴収納付義務者とされ
る（営改増弁法６条，増例18条）。
　徴収納付は，租税の徴収方法の一種であり，
「納税義務者以外の第三者に租税を徴収させ，
これを国または地方団体に納付させる方法」�

である�。日本では，所得税法の源泉徴収（所
税181条）と地方税法の特別徴収（地税321条
の３，328条の４）が，徴収納付の例である。
ただ，消費税法における準用が見られない。
本論文で，徴収納付義務は，増値税において，
納税義務者以外の第三者に増値税を徴収させ，
これを国に納付させる義務の意味として使用
する。

�　金子宏『租税法（第二十一版）』（弘文堂・2016）
83頁。

�　「徴収納付の場合において，租税を徴収し納付す
る義務を徴収納付義務と呼び，この義務を負担す
る者を徴収納付義務者と呼ぶことができ」る。「徴

収納付義務は，納税義務者から租税を徴収する義
務（作為義務）と徴収した租税を納付する義務（給
付義務）の結合した特殊な義務であ」る。金子・
前掲注�83-84頁参照。
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　徴収納付の手法は，課税漏れを防ぐために
使われる徴収方法である。一般的に，徴収納
付が利用される条件としては，課税当局が納
税義務者の納付すべき金額を管理しきれない
ことと，納税義務者の一部の納税資金が徴収
納付義務者に管理されていることが挙げられ
る�。
　境外の単位または個人が境内取引を行う際
に，リバースチャージ方式が採用されるため，
サービスや無形資産の提供を受ける者に，増
値税の徴収納付義務が課される。つまり，境
外の単位または個人が，国境を越えて電信サ
ービスや無形資産を提供した場合，境内のサ
ービスや無形資産を受ける者は，増値税を徴
収納付しなければならない。そこで，最終消
費者である個人でも徴収納付義務を負うこと
になる。しかし，個人による徴収納付は執行
上困難なため，境外の単位または個人が境内
にサービス等を提供する際には，増値税はほ
とんど徴収されていないと考える�。

４　小括

⑴�　国境を越える電子商取引における増値税
の問題点
　まず，増値税における電子出版物等の分類

に問題があることは，前述のとおりである。
貨物として扱うことは，電子出版物の所在が
不明確なため，内外判定が困難になる。次に，
境内の単位または個人が国境を越える電子商
取引によるサービスや無形資産を提供する場
合に，当該取引は，サービスの内容（又は無
形資産）によってゼロ税率か免税が適用され
る。そこで，異なるサービスを提供する業者
の間で，中立性の問題がある。一方，免税政
策が適用される取引において，税負担の累積
が生じている。また，境内の個人による増値
税の徴収納付は執行上困難なため，実際に，
増値税の徴収漏れが生じている。さらに，境
内の単位または個人が行うサービス等の提供
は広く境内取引としたうえ，免税又はゼロ税
率の適用を通じて，列挙の形で一部の「サー
ビスの輸出」を認めている。そこで，境内の
単位または個人が国際取引を行う際は，租税
による競争条件は非中立になる問題が生じて
いる。
　最後に，現行増値税制度は17％，13％，11
％，６％，０％，との複数税率が適用されて
いる。しかし，食料品や生活必需品について
生活保障のため低税率が適用される以外は，
サービス業にも低い税率が適用される�。税制

�　国家税務総局全面推開営改増督促落実領導小組
弁公室編・前掲注�17頁参照。

�　実際に，境外の単位または個人が境内の個人に
国境を越えるサービス等を提供する取引は少数で
ある。なぜかというと，インターネット審査制度，
いわゆる「防火長城」（Great Firewall of China，
簡称，GFW）が存在しているからである。また，
インターネット情報サービス管理弁法（互聯網信
息服務管理弁法）国務院令〔2000〕第292号が，
2011年改訂された。４条は「国家は営利的インタ
ーネット情報サービスの提供に，許可制を，非営
利的インターネット情報サービスの提供に，登録

制を採用している。許可を取得していないまたは
登録手続きを行っていないものは，インターネッ
ト情報サービスを提供してはいけない」と定めて
いる。15条は，「憲法が定めた基本原則を反対する
もの」，「国家安全を危害し，国家秘密を漏らすも
の」，「わいせつ，賭博，暴力などを宣伝するもの」
などの内容がインターネット情報サービスに，含
まれてはいけない。したがって，国家安全と放映
制限などの理由から，境外の単位または個人から
境内の個人に対する，電子書籍のダウンロードや，
映画の有料閲覧等のサービス提供はほとんど行わ
れていない。
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上の差別は，各業種間の税負担の違いを生み
出し，中立性に問題がある。

⑵　消費税制度との相違点
ⅰ　基本制度

　増値税は消費税より納税義務者の範囲が広
い（個人も納税義務者である），課税対象の範
囲が広い（金融保険サービス，不動産の販売も
課税対象になる），前段階税額控除の範囲が狭
い（人的消費に係る増値税額は前段階税額控
除できない）。その上，仕入税額の控除方式と
して，日本の帳簿方式と異なり，インボイス方
式が採用される。最後に，現時点では，日本の
単一税率と異なり複数税率が採用されている。
ⅱ　国境を越える電子商取引の扱い

　電子書籍・音楽等の電子出版物のダウンロ
ードは日本では電気通信利用役務の提供とし
て扱われるが，増値税では貨物として扱われ
ている。次いで，消費税法において，国外事
業者から一般消費者に電気通信利用役務を提
供する際に，国外事業者申告納税制度が存在

するが，増値税制度ではそのような申告登録
制がない。また，国境を越える事業者間の電
子商取引は同じくリバースチャージ方式が採
用されるが，増値税は境内の単位または個人
に徴収納付義務を課し，消費税は国内事業者
に納税義務を課している。最後は，実体法に
おける仕向地原則の適用は異なっている。

Ⅲ�　国境を越える電子商取引に係る付加価
値税の在り方

１　OECDの議論

⑴　オタワ合意
　OECDは電子商取引における付加価値税の
課税問題をめぐり，オタワ・フレームワーク
（ E l e c t r o n i c C omme r c e : T a x a t i o n 
Framework Conditions，1998）を公表した。
フレームワークは，電子商取引に適用される
一般課税原則を提示し，その中には中立性，
効率性，確実性及び簡素性，実効性と公平性，
柔軟性が挙げられていた�。また，「消費税の

�　サービス業に低税率が適用するのは，営改増改
革の経過税率との考え方もある。従来，営業税の
課税対象であるサービス業には，５％の取引税率
が適用されてきたが，増値税に変えた途端に，標
準税率が適用されると，税負担が過大になる。な
ぜかというと，すでに投下した設備投資などに係
る仕入税額は控除できないからである。したがっ
て，経過税率が必要である。ただ，最終的には標
準税率に統一すべきである。

�　中立性，効率性，確実性及び簡素性，実効性と
公平性，柔軟性の内容について，それぞれは「課
税は，電子商取引の諸形態間及び電子商取引と伝
統的取引の間で，中立かつ公平であるべきである。
ビジネスの決定は，課税に関する考慮ではなく経
済的な考慮に動機づけられるべきである。類似の
状況下で類似の取引を行う納税者は，類似の課税
を受けるべきである」こと，「納税者のコンプライ
アンスコスト及び課税当局の行政運営コストはで

き得る限り最小化すべきである」こと，「課税ルー
ルは，明確かつ簡単に理解できるものであるべき
である。そうすれば，納税者は，いつ，どこで，
どのように課税されるかを含め課税の結果を取引
に先立ち予測することができる」こと，「課税は，
正しい時期に正しい税額を生み出すべきである。
脱税及び租税回避の可能性は，その対抗策とその
リスクの釣り合いを保ちつつ，最小化されるべき
である」こと，「課税制度は，技術及び商業の進展
についていくために十分に柔軟であり，ダイナミ
ックである必要である」と説明されている。OECD 
“Electronic Commerce：Taxation Framework 
Conditions”（1998）box2. オタワ・フレームワー
クの邦訳について，OECD金子宏＝中村雅秀編『テ
クノロジー革新と国際税制』（清文社・2001）渡辺
智之報告資料「OECDオタワ・フレームワーク邦
訳」（2000）249-256頁参照。
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課税上，デジタル化された物品の供給は，物
品の供給として取り扱われるべきではない」�

と明示し，「国境を越える取引についての消費
課税のルールは，消費される場所の管轄で課
税されるべきというものであり，管轄内で消
費されたとみなされる状況についての国際的
なコンセンサスが求められるべきであ」る�。
更に，リバースチャージ方式による課税のメ
カニズムが検討された�。
　オタワ会合以降の課題として，「消費地の定
義，課税地ルール，サービス及び無形資産に
関する国際的に整合的な定義等についての合
意形成」及び「電子商取引の発展に合わせた
消費税の効率的な執行及び徴収を継続的に確
保するためのオプションの開発」が挙げられ
ている�。
　オタワ・フレームワークは，電子商取引に
おける付加価値税の課税問題に関する初めて
の国際合意であり，提示した五つの課税原則
が，国際取引における付加価値税の在り方に
影響を与えている。

⑵　VATガイドライン
　2006年， 国際付加価値税ガイドライン

（International VAT/GST Guidelines）の目次
案が初めて公表された。その後，2010年から，
課税原則及び中立性，中立性に関するコメン
タリー等の内容が徐々にガイドラインに追加
され，2015年11月，最終的なガイドラインが
公表された�。
　国際取引の中立性について，基本的な中立
性原則�，国際取引における中立性�が説明さ
れている。国際取引における付加価値税の中
立性を維持するために，仕向地原則を適用し
なければならない。すなわち，国境を越える
提供に対する付加価値税は，最終的に消費さ
れる場所の管轄権のみに徴収されるべきであ
り， 消費地課税基準（the rules of the 
jurisdiction of consumption）はサービス及び
無形資産の国際取引にも適用されるべきであ
る（Guidline3.1）。
　消費地の判定について一般ルールと特例ル
ールに分けられた。一般ルールでは，BtoB
（企業間取引）とBtoC（企業と最終消費者間
取引）を区別して検討している。BtoBについ
ては，通常の商取引合意により顧客が所在す
る国は課税権を有する（Guidline3.2-3.4）。
BtoCについて，二つの場合に分かれる。一つ

�　Id. box3．
�　Id.
�　Id.
�　Id. box4．
�　フレームワークから国際付加価値税ガイドライ
ンに至る経緯について，小川廣明「OECD　VAT
ガイドラインの課題等　本支店間取引を中心に　」
税大論叢87号（2016）493-494頁参照。

�　OECD, “International VAT/GST Guidelines”
（November, 2015,）具体的に，VATの負担は課税
事業者によるべきではないこと（Guidline2.1），同
様な状況で実施される同様な取引は，同様なレベ
ルの課税対象となること（Guidline2.2），VATの
設計は経営判断（business decisions）に影響して

はならないこと（Guidline2.3）である。小川・前
掲注�493-494頁参照。
�　国際取引における中立性とは，税負担の水準に
関し，当該国の課税上，外国事業者は国内事業者
と比べてより不利にもより有利にも取り扱われる
べきではないこと（Guidline2.4），外国事業者が回
収不能なVATを負担することとならないこと
（Guidline2.5），外国事業者に対して特別な執行上
の手続が必要であると認められる場合であっても，
これらの手続は事業者にとって過重なあるいは不
適当なコンプライアンス上の負担を負わせるもの
としてはならない。小川・前掲注�493-494頁参
照。
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は，①物理的な提供場所が容易に判定でき，
②通常消費と提供は同時に同じ場所で行われ，
③通常，サービスまたは無形資産の提供者と
受給者は同時に，同じ場所にいるとの条件が
全部満たされる場合において，サービスの提
供が物理的に行われている場所のある国が課
税権を有する�。もう一つは，上記三つの条件
のいずれかが満たされない場合において，消
費者の通常居住する国が課税権を有する
（Guidline3.6）。
　一方，特例ルールについて，①顧客の所在
地基準による課税権の分配は，中立性，コン
プライアンスと行政執行上の効率性，確実性
と簡素性，実効性，公平性の基準（以下「五
原則」とする）を考慮した場合でも，適切な
結果を導けないこと，②顧客の所在地以外の
代替案により，上記同様な基準から著しくよ
り良い結果を導けること，という二つの条件
が満たされた場合に，その代替案によって，
課税権を配分することができる（Guidline3.7）。
もう一つの特例は，国際取引におけるサービ
ス及び無形資産の提供が不動産に直接関係す
る場合に，課税権は不動産の所在地の管轄地
に割り当てることができる，というものであ
る（Guidline3.8）。
　要するに，国際取引におけるサービス及び
無形資産の提供については，消費地国の課税

ルールで課税され，消費地の判定はサービス
または無形資産の提供場所が明確である場合
以外に，顧客の所在地によって行われる。つ
まり，電子商取引のような，消費者と供給者
が同じ場所にいない国際取引について，顧客
の所在地国は，当該取引に対する課税権を有
する。ただし，顧客の所在地基準と比べ，五
原則から「著しくより適切な結果」が得られ
る基準があれば，それを参照し，課税権を分
配する。しかし，五原則自体に，優劣順位が
なく，「著しくより適切な結果」というのも，
それぞれの原則から見て異なるものであろう。

２　仕向地原則と原産地原則

　国境を越えて取引が行われる際に，所得課
税だけでなく，消費課税においても，複数の
国の課税権の抵触により，二重課税の問題が
生じている。課税管轄を調整するには，原産
地原則（origin principle） と仕向地原則
（destination principle）がある。各国政府は，
統一の原則に従って立法することにより，二
重課税又は二重不課税の問題が解消される。
しかし，課税技術の問題や貿易の不対等によ
る税収減などの理由から，消費課税における
課税管轄原則の統一は困難である。
　「財産の生産・製造地を課税管轄地とする」
基準は原産地原則とされ，「財産の消費される

�　Guidline3.5，伝統的なサービスの提供を想定し，
サービスの提供場所が容易に判定され，且つサー
ビスが提供されると同時に消費され，サービスの
提供者と受容者が同じ場所にいる前提でその提供
が実際に行われた場所は，仕向地（消費地）であ
る（Guidline3.5）。また，電子商取引によるサービ
ス等の提供を想定し，上記３つの条件が満たされ
ない場合に，「顧客の通常の住居（usual residence）
が所在する国」は，仕向地（消費地）となる
（Guidline3.6）。顧客の所在地ではなく，通常の住

居が所在する国にする理由は，顧客である個人の
所在地が必ず一定ではないからである。例えば，
旅行中に，電子書籍をダウンロードする場合に，
その旅行先の国ではなく，通常の住居の所在地の
国が仕向地とされる。こうした課税地の決定は，
実務上の執行可能性を考慮していると考える。具
体的に，電子書籍をダウンロードする際のIPアド
レスより決済情報のほうが比較的把握しやすいか
らである。
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土地を問わず，すべての財産はその生産・製
造地において課税される。つまり，輸入に免
税し，輸出に課税する。一方で，「財産の使
用・消費地を課税管轄地とする基準」は，仕
向地原則とされ，輸出に免税し，輸入に課税
する�。どちらを採用すべきかについて，考え
方が分かれている。原産地原則を支持する考
え方は，利益説の立場に立ち，「所得課税のソ
ースルールに代わるものとして消費課税は，
事業用の施設（business establishments）の
対価として支払われるもの」とする�。
　貨物の取引については，仕向地原則を適用
することで基本的に統一されている。サービ
スと無形資産の取引には，どの原則が適用さ
れるべきかについて意見が分かれている。徹
底的な原産地原則（シンガポール），徹底的な
仕向地原則（日本），それとも両原則を併用す
る（イギリス）かは，租税政策上の問題であ
る�。仕向地原則の適用は，世界各国の事業者
が中立な条件で競争できるため，OECDをは
じめ先進国の間で提唱されてきた�。しかし，
国境を越える電子商取引において，徴収管理
能力の限界と国際協力の限界により，仕向地
原則を徹底的にするのは極めて困難である。
一方，国境を越える電子商取引に，原産地原
則を適用することは，税率の低い国のサービ
ス輸出を有利に扱っていなければ，競争条件
を歪めるとは言えず，むしろ，仕向地原則の
考え方に合致する見解もある�。

３　消費税と仕向地原則

⑴　消費税における仕向地の意味
　まず，資産の譲渡又は貸付の場合は，「当該
譲渡又は貸付けが行われる時において当該資
産が所在していた場所」で判定する（消費税
法４条３項１号）。つまり，当該資産の所在場

所は仕向地である。
　次に，役務の提供である場合（電気通信利
用役務の提供を除く）は，「当該役務の提供が
行われた場所」によって判定する（法４条３
項２号）。つまり，役務の提供場所は仕向地で
ある。関連して，「国内及び国内以外の地域に
わたって行われる旅客又は貨物の輸送」は，
「当該旅客又は貨物の出発地若しくは発送地又
は到着地」で判定し，「国内及び国内以外の地
域にわたって行われる通信」は，「発信地又は
受信地」で判定する（令６条２項１，２号）。
上記の役務の提供における消費または提供す
る場所は，二か所以上の課税管轄地にわたり，
一定のルールで課税権を配分している。役務
の提供の場合に，仕向地は必ず一つの場所と
は限らない。
　また，電気通信利用役務の提供である場合
は「当該電気通信利用役務の提供を受ける者
の住所若しくは居所（現在まで引き続いて一
年以上居住する場所をいう。）又は本店若しく
は主たる事務所の所在地」で判定する（法４
条１項，３項３号）。つまり，顧客の所在地が
仕向地とされている。
　ただし，上記の役務の提供以外に，国内及
び国内以外の地域にわたって行われる役務の
提供が行われた場所が明らかでないものにつ
いて，役務の提供を行う者の役務の提供に係
る事務所等の所在地で判定する（令６条２項

�　水野忠恒『消費税の制度と理論』（弘文堂・1989）
172頁。
�　水野・前掲注�173頁。
�　解学智＝張志勇『世界税制現状和趨勢』（中国税
務出版社・2014）182-185頁参照。
�　See OECD, supra note69, chaper2.
�　劉奇超＝徐恵琳「走出迷局：側窺全球増値税指
南之構建機理與運行機制㈠」海関與経貿研究36巻
第３期（2015）96-119頁参照。
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６号）。この規定の趣旨は，「個々の役務の提
供が国内及び国内以外の地域にわたって行わ
れる場合には，役務の提供場所の把握が事実
上極めて困難であることにかんがみ，国内に
事務所等の物理的な存在のある事業者につい
てのみ課税を行うことで課税上の便宜及び明
確化を計ったもの」�と解される。原産地原則
を採用しているとの見解がある�。しかし，役
務の提供を行う者の事務所等がサービス等の
「生産・製造」の場所であるとは限らず，この
規定は原産地原則が採用されるというのに疑
問を思う。
　要するに，消費税法における消費地の判定
は，ほとんどVATガイドラインに従って，
作られているが，顧客の所在地基準の適用は，
すべてのサービス等の国際取引ではなく，電
気回線利用役務の提供のみである。電気回線
利用役務の提供以外の国際的役務の提供にお
いては，国内外事業者間の競争条件に，中立
性の問題が言及されていなかった。

⑵　役務の提供と仕向地
　そもそも，サービスにおける仕向地の概念
は問題がある。サービス等の提供において，
「消費・使用」及び「生産・製造」との概念が
はっきり区別できない。例えば，現代技術を
介しない伝統的なサービス取引のほとんどは，
同じ場所で提供者と受容者が同時に存在し，
提供と消費もその場で行う。そうすると，提
供する場所と消費する場所が同一なため，仕
向地原則か原産地原則かをはっきり区別しな
くても，その「同一な場所」で課税されてき
た。しかし，電子商取引の場合において，提
供者と受容者が同一場所に所在することなく，
サービスを提供する場所と受容する場所も異
なることが可能になった。サービスが提供さ

れると同時に消費（消滅）すると考えるとし
ても，サービスの提供者の居場所で消費（消
滅）するか，受容者の居場所で消費（消滅）
するかは区別できない。つまり，サービス（特
に現代的なサービス，例えば諮問，カウンセ
リング等）の提供に関しては，有体物と異な
り，提供する場所と消費する場所を区別して
定義できない。したがって，役務の提供を行
う者の事務所等の所在地で内外判定するのは，
絶対的な原産地原則ではなく，顧客の所在地
基準に比べて，相対的な原産地原則ではない
だろうか。

Ⅳ�　付加価値税の在り方から見る増値税の
現状と今後

１　VATガイドラインと増値税

⑴�　増値税におけるVATガイドラインの位
置づけ
　中国の営改増改革は，ガイドラインが作成
される間に行われていた。ガイドラインの最
終版が公表された半年後に，増値税の改革案
も公表された。営改増弁法では，ガイドライ
ンに影響される部分はかなりあると否定でき
ない。例えば，増値税の課税対象は，明らか
に，サービス，無形資産または不動産と規定
すること（営改増弁法１条），不動産に係るサ
ービスの提供について，不動産の所在によっ
て課税地を判定すること（営改増弁法12条２
項）等である。ところが，サービス及び無形
資産の取引における課税地の判定について，
営改増弁法は，ガイドラインが示す一般ルー

�　東京地裁平成22年10月13日判決訟務月報57巻２
号549頁。
�　栗原克文「国境を越える役務提供と消費税」税
大ジャーナル24号（2014）147頁参照。
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ルではなく，顧客の所在地基準以外の特定ル
ールを採用している。つまり，サービス及び
無形資産を提供するBtoC取引において，増値
税が採用している包括的な判断基準（以下包
括的基準とする）は，顧客の所在地基準より，
五原則からみればより著しく適切な結果を得
られるのであろう。

⑵　消費地の判定基準
　包括的基準と顧客の所在地基準を，五原則
から優劣を比較してみよう。
　まず，包括的基準は，顧客の所在地基準に
比べて，国内事業者間においても，国内外事
業者間においても著しく中立性が欠けている。
そして，納税者のコンプライアンスコストと
行政執行コストの効率性から見れば，顧客の
所在地基準を採用する消費税では，国外事業
者の登録を管理する行政コストと国外事業者
のコンプライアンスコストが注目される。一
方，包括的基準は中立性が欠け，境内の単位
または個人は多くの申告義務が課されるため，
コンプライアンスコストも高くなるが，境外
の単位等を管理する行政コストはほとんどか
からない。また，確実性と簡素性や，実効性
および公平性は，包括的基準と顧客の所在地
基準にほとんど影響されないので，ここでの
比較を省略する。
　要するに，包括的基準は徴収の効率性の観
点から優れるが，顧客の所在地基準は中立性
が維持できる結果となる。増値税制度は，包
括的基準を採用することから，中立性より効
率性を重視するのであろう。

２　中立性と増値税

　増値税制度では，輸入取引と境内取引が増
値税の課税対象とされ，輸出取引に対しては，

前段階税額が還付される仕組みが採用されて
いる（増例１条，25条）。原則的に仕向地原則
が適用されるといえる。しかし，サービスや
無形資産の提供においては，①仕向地を判別
しにくいこと，②取引情報が隠されやすいこ
と，との執行上の問題があるため，簡単に仕
向地原則が適用できない。
　仕向地原則を選択すれば，①租税中立性の
観点から企業の経済活動に影響を与えない，
②原産地原則の下での低税率国への移転によ
る租税回避行為を防げる，③仕向地原則は，
消費者の担税力に注目する付加価値税の本質
に合致する，といったメリットがある�。一
方，サービスや無形資産に対する課税は原産
地原則を採用すれば，国境税調整のないサー
ビスや無形資産に対しては，増値税を確実に
徴収できるのに対して，課税局の行政コスト
と納税者のコンプライアンスコストが高いう
えに，仕向地原則が採用される国との間で二
重課税の可能性はあるといったデメリットが
挙げられる�。Ⅱで述べたように，増値税は，
異なる産業間で複数税率が採用されるため，
基本的中立性に問題がある�。また，国際取引
における中立性について，優遇政策を通じて，
中立性を維持しようとしている。しかし，優
遇政策がすべての国際サービス等の取引に適
用されるのではないため，国際取引における
中立性は十分に確保されていない。また，優
遇政策だけでは，中立性の維持には不十分で

�　廖益新・前掲注�76頁。
�　廖益新・前掲注�77頁。
�　中国では，増値税の負担が最終的に消費者に転
嫁されるという感覚はほとんどなく，逆に事業者
の負担が大きく掲げられている。営改増改革の目
的の一つは，事業者の税負担を軽減することであ
る。したがって，中国では増値税の転嫁が不明確，
不十分である。
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ある。境内の単位は優遇政策の適用を受ける
には，手続きの申請と輸出の証明が必要とさ
れ，境外の単位に比べると，コンプライアン
スコストが高い。
　増値税が導入される当初から中立性の問題
があり，改正が重なっても解決されていなか
った。増値税制度では，増値税が確実に徴収
されることや租税回避の防止等は中立性より
優先的に考慮されているようである。中国に
おける租税法の研究は実務を中心に展開した
ため，公平・中立等の基本原則より執行可能
性や徴税の効率性が先に検討されるからであ
ろう。

３　増値税の今後

　サービス及び無形資産の国際取引に当たっ
て，増値税は，包括的基準を原則にしたうえ
に，優遇政策を通じて内外事業者間の競争中
立性を維持するのが不十分である。そのため，
中立性の確保は，増値税制度にとって緊喫の
課題である。具体的に，境内の単位または個
人に対する納税負担の軽減や，境外の単位ま
たは個人の境内取引に対する申告制度の創設
等が考えられる。増値税の包括的基準は，
VATガイドラインで示す一般ルール以外の選
択肢を提示したが，グローバル経済の下で，
国際協調の視点や，他の税目との協調も考慮
しなければならない。

Ⅴ　おわりに

　国際課税の分野において，国境を越えるサ
ービスの提供を巡る課税権の配分が，ずっと
議論される中，本論文は，電子商取引に注目
し，中国における増値税の問題を検討してき
た。以下，本稿における主な検討の結果を簡
単にまとめる。

　現行増値税制度では電子出版物等が書籍
（貨物）と同様に扱われるが，電子出版物等の
所在が不明確なため，取引の内外判定が困難
である。それを解決するには，電子出版物等
の取引をサービスの販売に分類すべきである。
しかし，現行制度では書籍等には13％の税率
が適用される一方，現代サービスは６％の税
率が適用されている。したがって，電子出版
物等の区分を変更する際に，税率による産業
間の中立性を考慮しなければならない。
　また，制度上は，国境を越える電子商取引
が広く境内取引と判定されるため，国境内外
の事業者間の競争条件に中立性の問題がある。
つまり，境内の単位より境外の単位または個
人は有利に扱われている。中立性を保つため
に，①輸出免税政策の適用対象は，一部のサ
ービスをすべてのサービスに広げること（対
内），②境外事業者申告制度を導入し，境外の
単位または個人に申告登録義務を課すこと
（対外）など，を採用したほうが良いかもしれ
ない。
　次に，増値税制度では顧客の所在地基準で
はなく，包括的基準が採用されることから，
中立性より効率性のほうが重視されることが
わかった。しかし，消費税が顧客の所在地基
準を採用するため，日中間で電子商取引が行
われる際に，二重課税の可能性もある。例え
ば，中国の企業から日本の消費者に電気通信
利用役務を提供する場合に，顧客が日本にい
るため，消費税の課税対象となり，中国の企
業が消費税の納税義務を負うこととなる（事
業者申告登録制度が機能する前提で考える）。
一方，提供する業者は中国にいるため，境内
取引となり，増値税の納税義務を負うことと
なる（当該役務は，輸出免税政策の適用対象
外とする）。このような二重課税は，法制度上
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では十分ありうるが，実態は明らかにされて
いない。仮に，二重課税が生じていれば，国
内法ないし租税条約を通じて，何らかの救済
をしなければならない。
　最後，消費税ではインボイス制度の導入が
予定されているなかで�，増値税が採用する伝
票方式の仕組みと問題点が，制度を設計する

際に参考になる部分があるかもしれないだろ
う。

�　平成31年10月から軽減税率が実施され，平成35
年10月からインボイス制度が導入される。財務省
「消費税の軽減税率制度」１頁参照（http://www.
mof.go.jp/tax_policy/summary/consumption/
keigen_00.pdf［最終閲覧2017年３月21日］）。


